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1．公共交通をとりまく現状と将来

1.1市街地拡大と公共交通

（１）人口の低密度化・外延化

▲秋田市の人口集中地区の面積と人口密度の推移

資料：国勢調査

市街地の拡大とともに人口の低密度化が進む
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▲大規模商業施設の郊外立地

出典：まちなか都市居住に関する調査資料(UR都市機構)

郊外に出店が進んだ大規模商業施設
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（２）自動車利便性向上と移動距離の増大により自動車の利用が拡大し公共交通利用が減少
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▲距離帯別構成比（秋田都市圏）
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全目的で自動車利用割合が増大し、公共交通利用割合が減少
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資料：S54パーソントリップ調査

H17都市OD簡易パーソントリップ調査
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・路線バスの輸送人員は年々減少の一途
（最近10年間で約45%減H8:18,368千人
⇒H17：10,034千人）

▼路線バス輸送人員の推移

資料：秋田市都市総務課交通政策室ＨＰ
秋田市における乗合バスの現状について
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▼JR駅1日平均乗車人員の推移（秋田市内計）
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資料：S55PT報告書、第５次秋田都市計画、JR資料

0.79倍
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（３）市街地の拡大に伴うバス路線の赤字拡大

・低密度外延化による市街地拡大に対応し、バスサービスを拡大してきた（営業キロが増加）
・結果として低密度地域のバス営業キロの増大に伴いバスサービスが低下、自動車利用者増加により、
サービス拡大に見合う利用者数を確保できず、総じて運賃収入減少をもたらした

・なお、H12以降、民間バス事業者である秋田中央交通へバス路線移管を開始（H18全路線移管終了）

▲市営交通の営業キロ数と市街化区域面積の推移

▲市営交通の1日1系統1km当り輸送人員と運送収入の推移
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・市内の189系統の内、70%の129系統が赤字である。

・赤字額は約4億8千万円である。黒字路線の約1億円を加えても、全体収支としては、約3億8千万円の
赤字であり、その68%である約2億6千万円を国･県･市で補助している。

・赤字額、補助額の大きな路線は雄和循環バス、岩見三内線、太平線、仁別線等の市郊外部や五城目
線等の近隣市町村へ向かう路線が大部分である。

・今後、さらに利用者の減少が進むとさらに赤字路線・系統が増加し、バスの維持が困難になることが予
想される。

路線－系
統数

収入 経費 収支 補助金
事業者

負担額

赤字 49-129 957.5 1,438.0 △480.5

黒字 13-60 555.0 450.5 104.5

計 62-189 1,512.5 1,888.5 △376.0 256.0 120.0

256.0 120.0

▼平成19年度 収支状況 (単位：百万円）
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・中心部の黒字路線と重なる区間を運行し、郊外

の赤字区間を有している路線、即ち市域外への路

線に多い

⇒このことは、黒字路線と重ねてみると、需要に対

し運行が過剰となっている可能性が高い区間につ

いては、路線の統合を図り、運行本数を減らしてい

く必要がある。

・郊外の集落地区を運行する路線は赤字が多い

が、日常生活の足を確保する意味で運行の意義

が大きい。これらの路線は市域中心部と市街地部

を経由して結ばれることから、市街地内では需要

が見込めるが、郊外では利用者が少なく、路線全

体で見ると赤字となっている。

⇒そこで郊外部における分散した需要に効率よく

対応するためには、運行の効率化を図る必要があ

る。（既に実施中である西部地域3路線の乗継ター

ミナルを拠点としたコミュニティバス、北部地域4路

線の飯島北を基点とした予約式乗合タクシー）

・黒字路線は都心部と周辺市街地拠点（土崎、新

屋、御所野）、病院などの公的施設を結ぶ路線に

多い ▲黒字路線･赤字路線図（H18年時点）

：黒字路線
：赤字路線

秋田駅

大森山公園
新屋高校

御所野

目長田

秋田南高
牛島西４

秋田商高

セリオン

秋田赤十字病院

桜ヶ丘
大平台

秋田大医学部
附属病院

秋田総合組合病院
市民生協

自衛隊入口

秋田駅～飯島北（新国道）
11路線22系統のバス路線が集中

21系統が赤字

北都銀行前～二ツ屋下丁間
8路線23系統のバス路線が集中

17系統が赤字
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●市交通局の廃止（平成12年～平成18年3月）

・市交通局から秋田中央交通に路線移管が行わ
れた平成12年度からバス路線の維持に要する
市負担額は減少に転じ、15年度で約2億円となっ
た。したがって路線移管によって市民の負担は
軽減され、交通事業改革の成果が上がった。

（４）秋田市のバス路線維持に向けた取り組み

●郊外部不採算路線（平成12年～平成18年3月）

・郊外部における赤字額の大きな不採算路線は、赤字路線か
らの脱却は難しいため、市では以下の維持方策を行っている。

1)平成17年度に市単独補助制度を創設

2)不採算路線の郊外部に代替交通を導入検討(15路線)

3)バス事業者へ路線再編やダイヤ改正等の抜本的な見直しを促す

4)地域の協力および主体的な取り組みを前提とした移動手段の確保

・H17.10に運行開始したマイタウン・バス西部線では、委託運行
により運行費用が減少し、赤字額が減少。

平成17年度(導入済み)
(西部地域)

豊岩線、下浜線、浜田線 豊浜ふれあい号(Ｈ17.10
～)

平成20年度(導入済み)
(北部地域)

堀内線、小友線、下新城線、上
新城線

予約式乗合タクシー

(Ｈ20.4～）

平成20年度(予定)
(南部地域)

雄和線、岩見三内線、ユーグ
ル

検討中

平成21年度(予定)
(東部地域)

下北手線、上北手線、木曽石
線、仁別線、太平線

検討中

マイタウンバス委託
運行開始

▼郊外部不採算路線一覧
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▼バス路線維持に関する市負担額の推移

▼西部３路線の運行費用と収支の推移
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●収支と補助金の推移

・市交通局から中央交通に路線移管した結果、路線数増に伴い収益は向上したが、費用も増加。

収益に比べ、費用の増加が大きく補助金も増加。

・H17.９に赤字路線であった豊岩、下浜、浜田の3路線を廃止したことで、H18の赤字額が減少。

・しかしＨ19で補助総額2億6千万円であり、うち55％の1億4千万円を市が負担している状況。
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▼バス路線の収支状況と補助金の推移

（５）秋田市のバス路線補助金負担の限界



9

▼バスに対する補助金と投資的経費と社会保障費(扶助費)の推移

※投資的経費と社会保障費は平成14年度の投資的経費を100とした場合の割合であり、バス関連
補助金は平成14年度のバス関連補助金を100とした場合の割合

・社会保障費は年々増加する傾向にある。

・社会保障費の増加に対応するため、施設建設などの投資的経費が減少してきている。

・しかし、投資的経費の減少のみで対応できるものではなく、バス関係補助金の現行水準の維持は難し
い状況となっている。
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秋田県は、バス関係補助制度の見直しを平成22年４月より実施する予定である。

新たに補助要件を設け、補助対象路線を限定するものとなっている。

秋田市の路線バスの約45%の系統、マイタウン・バス（西部線）の約13％の系統が補助対象外

⇒現状路線・系統の維持のために市の負担が増加

●秋田市における見直し案の影響（H19実績をもとに試算）

生活バス路線維持費補助（路線
バス）

マイタウン・バス運行費補助（西
部線）

補助金の影響
額

47,238千円の減額

（県補助金の約65％）

（市補助額の約23％）

2,673千円の減額

（県補助金の約21％）

（市補助額の約９％）

影響を受ける

バス系統数

86系統が補助対象外

市全体の約45％が補助対象外に

（ 61％から16％に減少）

（補助対象系統の約74％）

１系統が補助対象外

（補助対象系統の約13％）

その他
補助対象期間を補助開始後３年間
で打ち切り
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1.2高齢化社会と公共交通

•高齢者単身世帯や高齢夫婦世帯が増加する秋田都市圏

2,284 3,232 3,578 5,399
7,873

10,6224,514
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高齢者夫婦

高齢者単身 3．6倍

▲高齢者単身及び高齢者夫婦世帯数の推移

※1 高齢者単身:60歳以上 高齢者夫婦:夫60歳以上妻60歳未満
※2 未婚の18歳未満の家族は有り

資料：国勢調査

秋田市 将来人口
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資料：秋田都市圏街路交通調査

H42年高齢化率35.2%

秋田市は著しく高齢化が進展することが予測され、高齢化率が35%を超え、3人に1人が高齢者となることが
予測される(H42には高齢者が30千人増)。

自動車依存が高まり、公共交通の維持がますます困難になると、高齢化が進展した社会においては、自動
車を運転できない高齢者等の交通弱者が増大し、移動問題がますます深刻化する。

小規模(単身・夫婦二人)高齢世帯の増加により、これらの問題が一層深刻となることが懸念される。（家族の
自動車送迎が無い）

•秋田市人口は平成17年333千人から平成42年に282千人に減少

▲秋田市の将来人口(推計)
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▼高齢化率が高い郊外と赤字路線
すでに高齢化率が高い郊外部では今後さらに高齢
化が進み、自動車を運転できない高齢者等の交通弱
者がさらに増大し、公共交通が維持できないと、移動
問題が深刻化する。

そこで郊外での高齢者の移動手段の確保が重要で
あるが、赤字路線が多いことから路線維持のために
も代替交通の導入が必要である。

北部地域

南部地域

西部地域

低

高

東部地域

・郊外居住の高齢者は路線バス利用する割合が高い

高齢者
44.3%

高齢者
65.0%

▼北部地区バス利用者の年齢構成
▼東部地区バス利用者の年齢構成
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1.3冬期の公共交通

最大で25分程度の遅延が見られる

資料：秋田市の冬季間における乗合バス輸送サービスの現状と課題に関する調査

24.0

21.0

18.0

15.0

13.6

12.5

12.0

10.3

9.9

9.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

船川線(男鹿市)

農園線(西高）

県立大学線

上新城線(相染）

追分線(天王G)

堀内線(岩瀬)

五城目線

下新城線(内畑)

岩見三内線

芝野新田線

(分)

▼冬季の路線別平均遅延時間（上位１０路線）

延長の長い路線のほうに遅れが目立つ

y = 0.387x + 1.4874

R2 = 0.5336

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

路線キロ(km)
遅

延
時

間
（
分

）
短

長

長短
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北部地域と中央地域を結ぶバス路線の遅延が大きい
（新国道（土崎臨海～山王十字路）、山王大通り(秋田
駅～山王十字路)を通過）

事業者ヒアリングでも新国道（土崎臨海～山王十字路）
及び山王大通り(秋田駅～県庁市役所前)で遅延しやす
いと指摘有り。

事業者ヒアリング結果
・基本的に長距離路線は遅延がしやすい。
・冬期の遅延の原因は、自家用車による渋滞による場

合が多い。
・現在、バス路線のある道路は除雪が行き届いており、

助かっている。
・特に渋滞しやすい区間は、県道56号(土崎十字路～茨

島交差点)・山王大通り(秋田駅～県庁市役所前)であ
る。

・近年、年間を通してバスレーンに入ってくる自家用車
が多くバスの走行性が大きく落ちている。

▼遅延が大きい路線

資料：秋田市の冬季間における乗合バス輸送サービスの現状と課題に関する調査

秋田駅～飯島北（新国道）
H18年時

11路線22系統
159往復/日
6.6往復/時
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路線バス
101
37%

その他
4
1%

徒歩
17
6%

JR
31
12%

自家用車
（同乗・送

迎）
35
13%

自転車
58
22%

バイク
5
2%

タクシー
10
4%

自家用車
（自分で運

転）
7
3%

自家用車
（自分で運

転）
399
50%

タクシー
15
2%

バイク
5
1%

自転車
90
12%

自家用車
（同乗・送

迎）
53
7%

JR
46
6%

徒歩
29
4%

その他
5
1%

路線バス
136
17%

路線バス
116
43%

自家用車
（自分で運

転）
7
3%

タクシー
15
6%

自転車
4
1%

徒歩
32
12%

自家用車
（同乗・送

迎）
55
20%

JR
39
14%

その他
4
1%

自家用車
（自分で運

転）
424
53%

タクシー
19
2%

自転車
6
1%

徒歩
48
6%

自家用車
（同乗・送

迎）
81
10%

JR
55
7%

その他
6
1%

路線バス
157
20%

•バス利用率は冬期以外が17%なのに対し冬期
が20%とわずかながらに増加
•冬期は自転車利用が大きく減少

•バス利用率は車を所有していない人に限定すると
冬期以外が37%なのに対し冬期が43%に増加
•冬期は自転車利用が大きく減少

▼冬期の移動手段 全回答者 N=796

▼冬期以外の移動手段 全回答者 N=789
▼冬期以外の移動手段（車を所有していない人のみ N=268）

▼冬期の移動手段（車を所有していない人のみ）全回答者 N=272

資料：秋田市の冬季間における乗合バス輸送サービスの現状と課題に関する調査
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冬期に公共交通利用が増える理由は
「車・自転車の運転が危険」（44%）

「寒くて自転車等が使えないから」（39%）
が多い

5(4%)

9(6%)

35(25%)

55(39%)

62(44%)

0 25 50 75 100

車・自転車の運転が危険だから

寒くて自転車等が使えないから

雪で歩きにくいから

車を運転する時間が長くなるから

その他

▼冬期公共交通利用が増える理由（全回答者 N=142)

10(15%)

20(30%)

13(20%)

11(17%)

20(30%)

7(11%)

0 10 20 30

バスが混雑するから

道路が渋滞しバスが遅れるから

バス停で待つのがつらいから

夏よりも時間がかかるから

バス停・駅まで歩くのが大変だから

その他

▼冬期に鉄道・バスの利用が減る理由（全回答者 N=66)

※冬期と冬期以外で鉄道やバスの利用回数が変わる方が回答

冬期に公共交通利用が減る理由は
「道路が渋滞しバスが遅れるから」（30%）

「バス停・駅まで歩くのが危険だから」（30%）
が多い

資料：秋田市の冬季間における乗合バス輸送サービスの現状と課題に関する調査
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504

504

2,227

2,255

2,421

1,425

1,955

1,946

1,219

1,835

1,901

1,980

424

423

147

2,857

2,751

281

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

1990年

2003年

2010年

2010年

エネルギー転換部門 産業部門 民生家庭部門 民生業務部門 運輸部門 廃棄物部門

削減目標

7,279

9,724

10,052

（千t-CO2）

削減目標値 7,966

1.4地球環境と公共交通
市街地や都市機能が拡散、散在することで、自動車依存は止まらず、移動距離も増加

ＣＯ2総排出量のうち、運輸部門の排出量は21%、その約9割が自動車からの排出量であり、ＣＯ2排出量の削減に向けては
さらなる自動車依存の抑制が必要⇒CO２排出量の少ない公共交通への転換が必要

ＣＯ2総排出量のうち、運輸部門の排出量は21%、その約9割が自動車から
の排出量

▲部門別CO2排出量内訳(2002年度)

▲運輸部門CO2排出量内訳(2002年度)

出典：温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）資料より作成

▼輸送量あたり二酸化炭素排出量

資料：国土交通省HP「運輸部門の地球温暖化対策について」より抜粋

公共交通は乗用車に比べてCO2排出量
が少ない

自動車交通による地球
環境負荷の増大（2010
年には目標値を3割超
過と予測されている）

▼秋田県の二酸化炭素排出量と削減目標値

出典：秋田県地域温暖化
対策地域推進計画(平成
19年3月秋田県)
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1.5バスの運行状況

県庁市役所前
450本/日

組合病院前
140本/日

飯島北
237本/日

土崎駅入り口
231本/日

新屋案内所
230本/日

大学病院前
150本/日

新都市交通広場
105本/日

和田駅入り口
35本/日

至 河辺地域
21本/日

至 河辺地域
15本/日

至 雄和市民センター
27本/日

蓬田上丁
116本/日

二ツ屋下丁
177本/日

八橋大畑
207本/日

バス停名
運行本数(往復系)

▼秋田市内主要バス運行本数(平日)

• 秋田中央交通(株)が市内59路線184系統において平
日1日あたり約1930便運行

• 秋田駅を中心として新国道、山王大通り、牛島本通り
に多くの路線が集中

（１）運行本数

平均乗車密度

4.3人

3.1人

3.2人

4.6人

4.3人

5.3人

6.6人

※運行本数はH20、平均乗車密度はH18のデータ

3.3人

4.3人

4.5人
5.5人

5.3人

5.6人
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（２）運賃

▼秋田市内の主要バス停の秋田駅からの運賃及び距離

需要が見込める主要バス停から秋田駅間のバス料金は400円以上であり、中心市街地に行きやす
くするためには「バス料金を安くする」という市民のニーズが高い

 

25.0%

5.7%

30.7%

10.4%

8.9%

14.9%

17.4%

17.9%

8.8%

7.5%

53.7%

50.3%

①駅をふやす

②バス停を増やす

③電車の本数を増やす

④バスの本数を増やす

⑤電車の料金を安くする

⑥バスの料金を安くする

⑦バスが決められた時間に到着するなどの定時制の確保

⑧電車に関する情報提供（時刻表・運行状況等）

⑨バスに関する情報提供（時刻表・運行状況等）

⑩既存公共交通以外の運行

⑪その他

無回答

▼バスや鉄道を利用して秋田市中心市街地へ行きやすく
するためには何が必要であると思いますか

資料：中心市街地活性化基本計画策定における市民アンケート

秋田市では中心市街地活性化基本計画にてゾーン料金制導入
○公共交通を活用した中心市街地内の移動円滑化の促進

バスのゾーン料金制の導入について検討・実施（平成20年度～）
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バス利用者の減少に伴い補助額は増加を
続けたことから、市は大規模な市民アンケー
トを行い、ニーズを調査、分析。思い切った
低額運賃の導入により、乗車人員を増加さ
せ、財政支出を抑制するとの方針を決め、
利用者、運行事業者、国、県との協働で、従
前最高７００円の区間を含め、２００円定額
バスの運行開始。職員の営業活動の効果も
あり、利用者は倍増し、収入は従前と同額を
確保。さらに、市は、「公共交通の発展を図
ることが、あらゆる発展につながる。」との考
えのもと、短期、中期、長期の公共交通施策
に取り組んでいる。⇒H19年10月1日市全域

に拡大

★実証実験結果（3路線）

（実施前） ９．３万人 ⇒ （実施後） １５．２万

人 １．６倍に増加

（実施前）H17.10～H18.9 （実施前）H18.10
～H19.9 

＜参考事例＞上限200円バス（京都府京丹後市）
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「公共交通機関の充実」や「自動車が便利な交通環境
の整備」など、多様な交通手段を望む声が多い

 
54.6%

55.8%

39.8%

21.9%

10.8%

16.6%

9.5%

28.7%

29.8%

24.7%

25.8%

16.5%

32.6%

16.6%

11.1%

10.3%

23.6%

31.3%

37.0%

8.3%

15.9%

19.5% 17.4%

36.8%

30.3%

2.9%

4.1%

16.3%

26.6%

4.2%

9.3%

5.1%

3.6%

1.4%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自動車が便利な
交通環境の整備

公共交通機関の充実

公共施設、医療施設等の
中心市街地への誘導

秋田市中心部での
商業施設の充実

秋田市中心部での
居住空間の確保

幹線道路沿いの
商業施設の充実

郊外部でのニュータウン
開発の推進

重要 やや重要 どちらとも言えない あまり重要でない 重要でない

▲今後のまちづくりのあり方

50%
 

54.6%

55.8%

39.8%

21.9%

10.8%

28.7%

29.8%

24.7%

25.8%

16.5%

11.1%

10.3%

23.6%

31.3% 15.9%

36.8%

6.3%

2.9%

4.1%

26.6%

1.2%

1.4%

9.3%

5.1%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自動車利用が出来ない
人や旅行者の移動

安全に移動が出来る手段

大量輸送機関として
地球環境の改善に寄与

冬期の自動車の
代替交通手段

日常の移動手段

重要 やや重要 どちらとも言えない あまり重要でない 重要でない

▲公共交通が担うべき役割の重要度

50%
83.3%

85.6%

1.6公共交通に対する市民ニーズ

公共交通は、「安全に移動ができる手段」「自動車利
用が出来ない人の足」としての位置付け

資料：秋田都市圏将来交通体系に関するアンケート調査

28.8%

31.1%

22.3%

30.9%

36.5%

33.0%

13.5%

28.1%

24.8%

29.8%

29.6%

32.2%

27.5%

28.1%

18.9%

30.0%

29.4%

27.5%

33.1%

26.9%

40.0%

27.4%

11.2%

7.6%

17.5%

10.1% 4.4%

22.6%

25.0%

8.7%

12.0%

9.7%

9.7%

10.0%

4.2%

3.6%

2.4%

3.8%

5.1%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

始発・終発時刻の延長

運行本数の増加

定時性・速達性の改善

公共交通の乗り継ぎ条件の
向上

利用料金割引制度の導入

ユニバーサルデザインに対応
した車両や乗降施設の改善

バス路線やバス停、鉄道駅の
位置変更

駅やバス停への交通手段や
利便性の改善

重要 やや重要 どちらとも言えない あまり重要でない 重要でない

26.2%

28.5%

19.3%

31.7%

38.2%

32.1%

11.0%

28.3%

24.3%

27.6%

29.0%

32.3%

28.1%

28.1%

15.4%

29.2%

32.2%

31.9%

36.7%

27.3%

42.7%

28.8%

11.2%

6.5%

20.0%

9.1% 4.6%

22.1%

26.2%

9.1%

12.4%

9.7%

8.5%

10.9%

4.0%

3.1%

2.2%

3.8%

4.9%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

始発・終発時刻の延長

運行本数の増加

定時性・速達性の改善

公共交通の乗り継ぎ条件の
向上

利用料金割引制度の導入

ユニバーサルデザインに対応
した車両や乗降施設の改善

バス路線やバス停、鉄道駅の
位置変更

駅やバス停への交通手段や
利便性の改善

重要 やや重要 どちらとも言えない あまり重要でない 重要でない

▲公共交通サービス等の改善点（バス）

公共交通サービスの改善要望は「料金割引」に加え「運行本数の増加」、「乗り継ぎ改善」、「車両・施設のユニバーサ
ル改善」、「駅・バス停へのアクセス改善」に集中

50%50%

▲公共交通サービス等の改善点（鉄道）
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1.7秋田市の住環境

秋田市は少子高齢化、人口減少傾向が進んでいるが、「住みやすさ」という面では快適性が高く、公共交通の活性
化によって「移動のしやすさ」が向上することで、秋田市の活性化が期待される。

0.0
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全

国
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10.6

19.3

13.3

8.4

16.4

0.4

8.7

(㎡/人)
▼人口千人あたり都市公園面積

資料：国土交通省資料,各市資料,H17国勢調査
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1.6

(件/千人)
▼人口千人あたり犯罪数

資料：統計でみる市町村のすがた2008,警視庁資料,H17国勢調査
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(人/10万人)
▼人口10万人あたり医師数

資料：Ｈ18医師･歯科医師･薬剤師調査,H17国勢調査
※医療施設従事医師数

緑の多い街 医療の充実した街

犯罪の少ない街 持ち家率 東北県庁所在地No.1
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公共交通（バス）に関する基本的考え

2．バスに関する既定計画、基本方針

バスをとりまく現状やバスの現状と課題を踏まえ、秋田市における公共交通(バス)に関する基本的な考え方を以下
のように設定している。

市民生活を支える交通機関としてのシビルミニマムの確保

自家用車の普及にともなってバス利用者は年々減少を続けていますが、高齢者や通学者など自動車の利用が難し
い市民にとって移動の自由を確保するためにバスは必要不可欠な交通手段となっています。市民生活を支える交通
機関として、地域毎の利用特性を踏まえてバスが提供すべき最低限の生活環境基準(シビルミニマム)を維持していき
ます。

より快適で使いやすい公共交通の実現

バスを維持していくためには市民にとってバスが快適で使いやすい交通手段となり、市民の利用拡大を図ることが
必要です。そのために利用者のニーズを的確に把握しニーズに合った方策を積極的に推進していきます。

方策の検討にあたっては、市内のバス路線単独ではなく鉄道や都市間バス、さらには自動車など他の乗り物との
連携や乗り継ぎなど、総合的な公共交通システムを考えていきます。

公共交通の整備を効果的に進めるための連携強化

公共交通の整備は交通事業者と行政、さらに市民が一体となって進めていく必要があります。交通事業者と行政は
協力してバス路線の効果的な整備を推進するとともに、利用者である市民においては、公共交通が守っていかなけれ
ばならない重要な交通機関であることを認識して、積極的な利用を心がけていくことが求められます。

2.1秋田市における公共交通(バス)に関する基本方針（平成14年度）
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（１） 秋田都市圏の将来都市像（集約型市街地の形成とその方向性）

骨格道路網の見直し

・交通需要に見合った道路整備

・渋滞･交通混雑の緩和

都心部の活性化

・都心居住の促進

・歩行者自転車空間の整備

・駐輪スペースの確保

冬期交通対策の充実

・冬期道路空間の確保

・冬期歩行空間の確保

・冬期交通の安全性向上

•中心市街地においては、居住機能を含む多様な都市機能を集積させた拠点的市街地形成を図る必要
があり、中心市街地活性化基本計画の積極推進が必要。
•あわせて各種都市機能へのアクセス性が広く確保されるよう、適切な水準の公共交通サービスの確立・
提供が必須である。
•また、古くからの地域拠点である鉄道駅周辺(土崎、新屋等)においても、居住機能を高めるための適切
な地域サービス機能の集積を図る必要がある。
•拠点的市街地とこれら駅周辺地域拠点を結ぶ公共交通軸沿線に居住機能等集積を高めることによって、
公共交通の維持につなげる市街地形成を図り、あわせて徒歩・自転車交通圏内に日常サービス機能を
配置し、歩いて暮らせる生活圏の形成が必要である。

土地利用（集約型市街地形成）

・高次都市機能の集積促進

・まちなか居住の推進

・市街地拡散の抑制

・土地利用の高度化

公共交通機能の利便性向上と
維持

・バスサービスの維持と利便性向上、
代替交通の確保

・鉄道サービスの維持と利便性向上

・自動車を利用できない高齢者等の交
通弱者の利用しやすさを高める

2.2秋田都市圏総合都市交通マスタープラン（秋田都市圏街路交通調査）
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（２）秋田都市圏の交通目標

総合都市交通マスタープラン交通目標

目標１
活力を支える交通体系

都市圏内の移動に多様な交通手段が選
択できる

都市圏内外の移動にも多様な交通手段
が選択できる

都心部内の移動が気軽にできる

目標２
快適な暮らしを支える交
通体系

自動車を利用できない高齢者等でも移動
の手段が提供されている

移動手段を確保しながら環境の改善も進
んでいる

移動する際の最適な交通手段を選択する
ことができる

公共交通沿線で人口が増加している

目標３
安全で安心な生活を支
える交通体系

安全性の高い公共交通の利用者が増加
している

秋田都市圏の目標 目指すべき将来像
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3．秋田市郊外部での不採算路線に対する方策

郊外部における赤字額の大きな不採算路線は、ダイヤ
改正・路線再編を行っても、赤字路線からの脱却は難し
いため、代替交通の導入の検討を行っており西部、北部
地域については既に導入され、実績を挙げている。

検討中

▼郊外部不採算路線と廃止後の維持方策

検討中
マイタウン・バス西部線

(H17.10～)

（豊浜ふれあい号）

▼マイタウン・バス北部線（予約式乗合タクシー）利用者数（H20)

利用者数は増加傾向（7月は夏休みで小人減）
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